
児童虐待の防止等に関する意識等調査結果＜概要＞

○ 児童虐待により子どもが命を落とすことがない社会の実現は、国の重要課題の一つ。平成12年に「児童虐待の防止等に関

する法律」が制定された後、16年及び19年に同法及び児童福祉法が改正され、国や地方公共団体の取組が強化

しかしながら、平成21年度における児童相談所の児童虐待相談対応件数は４万4,211であり（児童虐待防止法施行前の

11年度は１万1,631件）、虐待による死亡事例も依然として後を絶たない状況

○ 総務省は、現在「児童虐待の防止等に関する政策評価」を実施しており、本意識等調査は、その一環として、児童虐待対

応を行う現場の実務者が疲弊しているとされている中で、その負担感や意見等を把握するため行ったもの

この結果については、政策評価結果全体の取りまとめに活用するとともに、関係行政の見直し・改善に資するため公表

○ 本意識等調査においては、①児童相談所（児童福祉司）、②市区町村（児童虐待相談対応担当者）、③小・中学校、④保

育所（園）及び⑤児童福祉施設の実務者の合計約6,700人から、児童虐待の発生状況についての実感、被虐待児童の保護・

支援や虐待をしている保護者への指導等の業務についての負担感や率直な意見、国や地方公共団体で今後必要と思わ

れる取組についての意見等を把握

○ 児童虐待の防止等について、国が、一度に複数の機関等を対象として全国的規模で、現場実務者の生の声を把握する意識

等調査を行うのは初めて

平成22年12月７日
総務省行政評価局
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・ 児童虐待の発生状況に関する実感や発生要因に関する認識

・ 児童虐待の発生予防や早期発見のための取組に関する現状認識

・ 児童虐待の早期対応から保護・支援までの一連の取組に関する現状認識

・ 今後、国や地方公共団体が重点的に取り組むべき事項

※ 調査対象機関別の調査事項は、報告書参照

意識等調査の概要

調査時期・調査方法

調査時期：平成22年８月１日～９月28日（調査票の配布・回収期間）

調査方法：調査票を郵送し、自計申告方式（調査対象者自身が調査票に回答を記入する調査方式）により実施

調査対象と調査票の回収状況

主な調査事項

調査目的

本意識等調査は、「児童虐待の防止等に関する政策評価」の一環として、児童相談所の児童福祉司など児童虐待の防止等

の業務に従事する実務担当者から、現在取り組まれている各種方策等の課題等についての意見等を把握し、本政策評価の取

りまとめ及び今後の児童虐待の防止等に関する各種方策等の見直し・改善に資することを目的として実施

（注）１ 児童相談所数は、平成22年５月10日現在の数値である。
２ 児童福祉施設のうち、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設を対象とした。

調査対象 対象者数 回答者数 回収率

児童相談所児童福祉司
（以下「児童福祉司」という。）

全国の児童相談所(205か所※１)各4人 820人 688人 83.9%

市区町村児童虐待相談対応担当者
（以下「市区町村担当者」という。）

全国の1,750市区町村各1人 1,750人 1,429人 81.7%

小・中学校担当者
26都道府県の県庁所在市内の公立学校
の半数（2,462校）各1人

2,462人 1,952人 79.3%

保育所（園）（以下「保育所」という。）担当者
26都道府県の県庁所在市内の全公立保
育所（1,657か所）各1人

1,657人 1,410人 85.1%

児童福祉施設担当者
全国の児童福祉施設※２（全780施設）各2
人

1,560人 1,270人 81.4%

合計 8,249人 6,749人 81.8%
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4.7 

7.9

2.2 

1.2 

40.3 

57.8 

50.9 

31.0 

2.0 

2.1 

総数(n=554)

総数(n=1125)

保護者の理解度等が
不十分であるため

国等の各種施策が効果
を上げていないため

児童虐待の発生要因
が増加したため

通告件数が増加したため その他

児童福祉司

総数(n=1,125)
市区町村担当者

【問】 児童虐待の増減についてどのように感じているか。

最も回答が多かったのは、児童福祉司では、「通告件数が増加したため」（約51％）、市区町村担当者では、「児童虐待

の発生要因※が増加したため」（約58％）であった。

※ 「児童虐待の発生要因」についてはⅠ－２（P３）を参照

児童福祉司の約81％及び市区町村担当者の約80％は、児童虐待が「増えてきていると感じる」と回答

【問】 （児童虐待の増減について「増えてきていると感じる」と回答した方に）その理由は何か。

（％）

増えてきていると感じる

81.1 

80.1

変化していないと感じる

17.3 

18.4 

減ってきていると感じる

0.4 

0.5 

無回答

1.2 

1.0 

総数(n=688)

総数(n=1429)

児童福祉司

総数(n=1,429)
市区町村担当者

（％）

※ 小数点以下を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合もある（以下同様）。

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

Ⅰ－１ 児童虐待の発生状況についての実感

※ n：回答者数
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63.4 

46.8 

42.1 

39.8 

36.4 

35.0 

83.4 

43.0 

44.3 

36.5 

29.9 

28.5 

0 20 40 60 80 100

上段：児童福祉司(n=686)
下段：市区町村担当者(n=1,406)

【問】 児童虐待の発生要因は何か（複数回答）。

最も回答が多かったのは、児童福祉司及び市区町村担当者ともに「保護者の養育能力の不足」（児童福祉司の約

63％、市区町村担当者の約83％ ）であった。

また、二番目に回答が多かったのは、児童福祉司では「複雑な家族構造（継父母などのステップファミリー等）」

（約47％）、市区町村担当者では「家庭の経済的貧困」（約44％）であった。

（％）

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

※ 複数回答の【問】については、回答が少なかったものを省略した（以下同様）。

Ⅰ－２ 児童虐待の発生要因

保護者の養育能力の不足

複雑な家族構造
（継父母などのステップファミリー等）

家庭の経済的貧困

保護者の精神疾患等

保護者の地域からの孤立

虐待の世代間連鎖
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2.8 

11.9

25.4 

45.1 

24.3 

24.8 

30.8 

13 3 

うまくいって

いないと思う

16.4 

4.6 

無回答

0.3 

0.2 

総数(n=688)
児童福祉司

総数(n=1,429)
市区町村担当者

【問】 児童相談所と市区町村の児童虐待対応における役割は、市区町村が比較的軽微なケースへの対応、児童相談所が専

門的支援を必要とするケースへの対応とされているが、実務を行うに当たって、役割分担はうまくいっているか。

最も回答が多かったのは「市区町村の児童虐待担当課の職員の意識統一が図られていないから」（約65％）であった。

Ⅰ－３ 児童相談所と市区町村の役割分担

（％）

「うまくいっていないと思う」又は「どちらかといえばうまくいっていないと思う」と回答した者は、児童福祉司では約47％

であったのに対し、市区町村担当者では約18％であった。

【問】 （児童相談所と市区町村の役割分担について「うまくいっていないと思う」又は「どちらかといえばうまくいっていないと思う」と回答し

た児童福祉司に） なぜそう思ったのか（複数回答）。

うまくいっている
と思う

どちらかといえば
うまくいっていると思う

どちらともいえない
どちらかといえば
うまくいっていないと思う

64.6 

33.2 

13.8 

3.4 

0 20 40 60 80 100

（％）

総数(n=325)

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

市区町村の児童虐待担当課の職員
の意識統一が図られていないから

役割分担について明文化されてはい
るが、記述があいまいなため、判断
に迷うことがあるから

児童相談所と市区町村の役割分担
について明文化されていないから

児童相談所の児童福祉司の意識統
一が図られていないから

児童福祉司
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59.7 

36.5 

36.0 

27.6 

25 9 

0 20 40 60 80 100

（％）

総数(n=1,004)

88.2 

49.7 

36.9 

28 5 

17.2 

0 20 40 60 80 100

総数(n=628)

最も回答が多かったのは、児童福祉司及び市区町村担当者ともに「人員配置に余裕がなく、きめ細かなケアを行う時

間がないから」（児童福祉司の約88％、市区町村担当者の約60％）であった。なお、「経験の長いベテランが少なく相

談できる相手がいないから」と回答した者は、児童福祉司では約17％であったが、市区町村担当者では約37％であった。

【問】 被虐待児童に対する支援に困難を感じることはあるか。

Ⅰ－４－① 被虐待児童に対する支援についての意識

児童福祉司のほとんど（約91％）、市区町村担当者の約70％が、困難を感じることは「ある」と回答

【問】 （被虐待児童に対する支援に困難を感じることは「ある」と回答した方に）なぜそのように思ったのか（複数回答）。

（％）

児童福祉司 市区町村担当者

（％）

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

人員配置に余裕がなく、きめ細か
なケアを行う時間がないから

施設退所後の自立支援のための
施策が不足しているから

人事異動が多く、継続的な対応
が困難だから

児童養護施設や乳児院等の児童
福祉施設が不足しているから

経験の長いベテランが少なく相談
できる相手がいないから

人員配置に余裕がなく、きめ細か
なケアを行う時間がないから

経験の長いベテランが少なく相談
できる相手がいないから

人事異動が多く、継続的な対応
が困難だから

児童福祉施設が不足しており、在
宅指導を余儀なくされているから

児童相談所との連携が円滑に進
まない場合があるから

ある

91.4 

70.3

どちらともいえない

6.8 

24.4 

ない

0.6 

4.5 

無回答

1.2 

0.9 

総数(n=688)

総数(n=1,429)

児童福祉司

市区町村担当者
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84 3 

54 2 

38.8 

21.0 

18.0 

0 20 40 60 80 100

総数(n=1,188)

【問】 児童虐待を行った保護者に対する支援に困難を感じることはあるか。

最も回答が多かったのは、児童福祉司及び市区町村担当者ともに「虐待を認識しない保護者への対処など難しい事例が少なく

ないから」（約84％）であった。なお、「人員配置に余裕がなく、保護者に対してきめ細かなケアを行う時間がないから」と回

答した者は、児童福祉司では約66％であったが、市区町村担当者では約39％であった。

Ⅰ－４ －② 保護者に対する支援についての意識

児童福祉司のほとんど（約97％）、市区町村担当者の約83％が、困難を感じると回答

【問】 （児童虐待を行った保護者に対する支援に困難を感じることは「ある」と回答した方に）なぜそのように思ったのか（複数回答）。

ある

97.4 

83.3

どちらともいえない

1.5 

13.9 

ない

0.0 

2.3 

無回答

1.2 

0.5 

総数(n=688)
児童福祉司

総数(n=1,427)

市区町村担当者

84.3 

65.5 

48.4 

25.3 

17.2 

0 20 40 60 80 100

総数(n=669)

児童福祉司 市区町村担当者

（％）
（％）

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

（％）

虐待を認識しない保護者への対処
など難しい事例が少なくないから

人員配置に余裕がなく、保護者に
対してきめ細かなケアを行う時間が
ないから

保護者に対する指導のプログラム
が確立されていないから

家族の再統合のためのプログラム
が確立されていないから

人事異動が多く、継続的な対応が
困難だから

虐待を認識しない保護者への対処
など難しい事例が少なくないから

保護者に対する指導のプログラム
が確立されていないから

人員配置に余裕がなく、保護者に
対してきめ細かなケアを行う時間が
ないから

経験の長いベテランの者が少なく、
相談できる相手がいないから

人事異動が多く、継続的な対応が
困難だから
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【問】 児童虐待対応に関する負担について、どう思うか。

最も回答が多かったのは、児童福祉司では「指導に従わない保護者の対応に苦慮しているから」（約62％）、市区町村担当者で

は「児童虐待事例では、継続的な対応を求められることが多いから」（約70％）であった。

Ⅰ－５－① 業務上の負担についての意識

児童福祉司のほとんど（94％）、市区町村担当者の約77％が、「負担が非常に大きいと思う」又は「負担が大き

いと思う」と回答

【問】 （児童虐待対応は「負担が非常に大きいと思う」又は「負担が大きいと思う」と回答した方に）なぜそのように思ったのか

（複数回答）。

負担が非常に

大きいと思う

58.0 

30.7

負担が大きい

と思う

36.0 

46.1 

適当だと思う

4.2 

16.0 

負担は少ない又はほとんど

ないと思う

0.3 

6.8 

無回答

1.5 

0.4 

総数(n=688)
児童福祉司

市区町村担当者

総数(n=1,428)

61.6 

52.6 

49.8 

10.9 

4.1 

41.8 

22.4 

70.2 

10.3 

3.3 

0 20 40 60 80 100

（％）

上段：児童福祉司(n=641)
下段：市区町村担当者(n=1,070)

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

（％）

指導に従わない保護者の対応に苦慮
しているから

受け持つ事例の件数が多すぎると思
うから

児童虐待事例では、継続的な対応を
求められることが多いから

援助がうまくいかない時マスコミ等か
ら責任を問われる場合があるから

保護者から暴行を受ける可能性があ
ると思うから
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10件未満

30.2 

52.3

10件以上

～20件未満

32.4 

29.3 

20件以上

～30件未満

21.2 

12.4 

30件以上

～40件未満

7.8 

3.2 

40件以上

～50件未満

4.4 

1.5 

50件以上

～60件未満

1.6 

0.3 

60件以上

0.1

0.2 

無回答

2.2 

0.7 

総数(n=688)

（％）

総数(n=1,429)

【問】 児童虐待の対応について適切な判断ができるまでに、何年以上の経験年数が必要だと思うか。

最も回答が多かったのは児童福祉司では「10件以上～20件未満」（約32％）、市区町村担当者では「10件未満」（約52％）で
あった。
（参考：平成21年度末時点での担当者１人当たりの受持件数は、児童福祉司が31件、市区町村担当者が17件である。※）

Ⅰ－５－② 業務上の負担についての意識

最も回答が多かったのは、児童福祉司及び市区町村担当者ともに「３年以上」（児童福祉司の約42％、市区町村

担当者の約50％）であった。

（参考：平成21年度末時点で経験年数が３年以上の児童福祉司の割合は43.3％、市区町村担当者の割合は35.3％である。※）

【問】 常時受け持つ児童虐待事例の件数は、一人当たり何件程度が妥当だと思うか。

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

（％）

１年未満

0.3

1.0

１年以上

4.4 

9.2 

２年以上

10.8 

17.6 

３年以上

41.6 

49.6 

４年以上

4.5 

1.9 

５年以上

32.0 

17.9 

その他

4.4 

2.0 

無回答

2.2 

0.8 

総数(n=688)
児童福祉司

市区町村担当者

総数(n=1,428)

※ 現在取りまとめ中の「児童虐待の防止等に関する政策評価」における調査結果（速報値）による。

※ 現在取りまとめ中の「児童虐待の防止等に関する政策評価」における調査結果（速報値）による。

市区町村担当者

児童福祉司
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最も回答が多かったのは、要対協の各種会議について、「開催が低調であり、効果的に機能していないため」（約

39％）、「形骸化しており、効果的に機能していないため」（約39％）であった。

【問】（要対協における関係機関の連携は「不十分だ」又は「どちらかといえば不十分だ」と回答した児童福祉司に）なぜそのように

思ったのか。

Ⅰ－６ 要保護児童対策地域協議会についての意識

「不十分だ（機能していない）」又は「どちらかといえば不十分だ（どちらかといえば機能していない）」と回

答した者は、児童福祉司では約42％であったのに対し、市区町村担当者では約12％であった。

3.5 38.9 38.5 6.0 
0.4 

12.7 総数(n=283)

（％）

要対協の構成機関数等
が不十分であるため

要対協の各種会議の
開催が低調であり、効
果的に機能していない
ため

要対協の各種会議が
形骸化しており、効果
的に機能していないた
め

関係機関との間で情
報を共有しやすい環
境にないため

都道府県単位の要
対協が設置されてい
ないため

その他
無回答

十分だ

（十分機能している）

1.7 

9.5

どちらかといえば十分だ

（どちらかといえば

機能している）

19.8 

50.2 

どちらとも

いえない

27.5 

21.6 

どちらかといえば不十分だ

（どちらかといえば

機能していない）

28.8 

9.3 

不十分だ

（機能していない）

13.5 

2.8 

要対協は設置

されておらず、

分からない

0.4 

2.3 

無回答

8.3 

4.3 

総数(n=688)

（％）

児童福祉司

市区町村担当者

総数(n=1,426)

【問】（児童福祉司に）要保護児童対策地域協議会（以下「要対協」という。）における関係機関の連携は十分であると思うか。

（市区町村担当者に）要対協は、児童虐待事案の対応に当たり機能していると思うか。

主な調査結果－Ⅰ 児童福祉司及び市区町村担当者への質問

（要対協）

被虐待児童
を含め要保
護児童の対
応を行うため
の関係機関
の連携の場

9



52.2 

42.7 

39.4 

27.3 

12.4 

48.9 

55.3 

19.8 

16.2 

21.2 

0 20 40 60 80 100

最も回答が多かったのは、小・中学校担当者では「保護者への関わりに際しての協力や支援が不十分であると感

じる場合があるため」（約52％）、保育所担当者では「通告後の見守りを学校・保育所に任せっきりにされたと感

じる場合があるため」（約55％）であった。

【問】 （児童相談所や市区町村等に虐待を通告した際やその後のこれらの機関の対応について「不十分だ」又は「どちらかといえば不十

分だ」と回答した方に）なぜそのように思ったのか（複数回答）。

Ⅱ－１ 小・中学校及び保育所に対する児童相談所等の対応についての意識

【問】 児童相談所や市区町村等に虐待を通告した際やその後のこれらの機関の対応について、どのように感じたか。

○ 小・中学校担当者の約24％、保育所の約31％が、「十分だ」 又は「どちらかといえば十分だ」と回答

○ 小・中学校担当者の約32％、保育所の約26％が、「不十分だ」又は「どちらかといえば不十分だ」と回答

十分だ

3.5 

5.2

どちらかといえば

十分だ

20.9 

25.5 

どちらとも

いえない

24.1 

20.7 

どちらかといえば

不十分だ

21.8 

20.0 

不十分だ

10.5 

6.4 

通告事例がなく

分からない

17.9 

21.1 

無回答

1.3 

1.2 

総数(n=1,950)

総数(n=1,408)
保育所担当者

小・中学校担当者

主な調査結果－Ⅱ 小・中学校担当者及び保育所担当者への質問

（％）

保護者への関わりに際しての協力
や支援が不十分であると感じる場
合があるため

通告後の見守りを学校・保育所に
任せっきりにされたと感じる場合が
あるため

一時保護が必要だと思われる事例
について、対応が遅いと感じる場合
があるため

通告直後の来訪が遅いと感じる場
合があるため

通告後に児童相談所や市区町村
が作成した対応方針の伝達が不十
分であると感じる場合があるため

上段：小・中学校担当者 (n=604)
下段：保育所担当者(n=358)

（％）
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十分だと思う

2.9 

0.6

どちらかといえば

十分だと思う

16.8 

5.2 

どちらともいえない

13.7 

10.4 

どちらかといえば

不十分だと思う

37.6 

25.2 

不十分だと思う

29.1 

58.5 

無回答

0.0 

0.1 

（％）

総数(n=1,569)
ＳＣ

総数(n=1,275)
ＳＳＷ

○ ＳＣの配置については、約67％が「不十分だと思う」又は「どちらかといえば不十分だと思う」と回答

○ ＳＳＷの配置については、約84％が「不十分だと思う」又は「どちらかといえば不十分だと思う」と回答

【問】 （ＳＣ又はＳＳＷを配置することについて「有効であると思う」又は「どちらかといえば有効であると思う」と回答した方に）

ＳＣやＳＳＷは十分に配置されていると思うか。

Ⅱ－２ スクールカウンセラー等についての意識

【問】 （小・中学校担当者に）児童虐待の防止等のためにスクールカウンセラー等（以下「ＳＣ」という。）やスクール

ソーシャルワーカー（以下「ＳＳＷ」という。）を配置することは有効であると思うか。

○ ＳＣを配置することについては、約81％が「有効であると思う」又は「どちらかといえば有効であると思う」と回答

○ ＳＳＷを配置することについては、約66％が「有効であると思う」又は「どちらかといえば有効であると思う」と回答

主な調査結果－Ⅱ 小・中学校担当者及び保育所担当者への質問

有効である

と思う

49.1 

37.2

どちらかといえば

有効であると思う

31.4 

28.3 

どちらとも

いえない

9.7 

13.1 

どちらかといえば

有効でないと思う

6.2 

2.2 

有効でない

と思う

1.6 

0.9 

分からない・無回答

2.0 

18.4 

総数(n=1,951)
ＳＣ

総数(n=1,950)
ＳＳＷ

（スクールカウンセラー等）

児童生徒の臨床心理に関して高度に専
門的な知識・経験を有する臨床心理士等

（スクールソーシャルワーカー）

教育分野に関する知識に加えて、社会福
祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童
生徒の置かれた様々な環境に働き掛けて
支援を行う者

（％）
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最も回答が多かったのは、「施設入所後の継続的なアセスメントが行われていないから」（約60％） であった。

【問】 （施設に入所する被虐待児童又はその保護者に対する児童相談所の支援について「不十分だと思う」又は「どちらかといえば不十

分だと思う」と回答した方に）なぜそのように思ったのか（複数回答）。

Ⅲ 施設入所児童等に対する児童相談所の支援についての意識

【問】 施設に入所する被虐待児童又はその保護者に対する児童相談所の支援は十分だと思うか。

約66％が「不十分だと思う」又は「どちらかといえば不十分だと思う」と回答

60.1 

54.9 

54.5 

34.4 

32.3 

0 20 40 60 80 100

（％）

総数(n=840)

十分だと思う

1.1 

どちらかといえば

十分だと思う

6.9 

どちらとも

いえない

23.7 

どちらかといえば

不十分だと思う

37.7 

不十分

だと思う

28.7 

無回答

2.0 

（％）

総数(n=1,270)

主な調査結果－Ⅲ 児童福祉施設担当者への質問

（アセスメント）

児童の心身の発達と健康状
態やその置かれた環境等につ
いて実態を把握し、評価するこ
と。

施設入所後の継続的なアセスメントが行われ
ていないから

保護者を交えた家族再統合の取組が十分に
行われていないと感じるから

家庭訪問による養育環境の調査等のアセス
メントが十分に行われていないと感じるから

他の施設への入所等措置変更が適当と思わ
れる児童について速やかな対応がとられない
場合があるから

児童の心理状態や情緒について十分に把握
されていないと感じるから

12



64.8 

45.7 

30.7 

25.6 

22.6 

0 20 40 60 80 100

（％）72.1 

36.5 

27.7 

21.6 

20.7 

63.4 

48.3 

29.2 

33.9 

40.4 

0 20 40 60 80 100

（％）

【問】 児童虐待の早期対応から被虐待児童に対する保護・支援等までの一連の取組について、今後、国や地方公共団体で

どのような取組が必要だと思うか（複数回答）。

○ 児童福祉司及び市区町村担当者ともに最も回答が多かったのは、「児童相談所の児童福祉司や児童心理司の増

員」（児童福祉司の約72％ 、市区町村担当者の約63％）、二番目に回答が多かったのは、「市区町村の担当職

員の増員」（児童福祉司の約37％、市区町村担当者の約48％）であった。

○ 児童福祉施設の担当者において最も回答が多かったのは、「児童福祉施設最低基準の見直し」（約65％）で

あった。

主な調査結果－Ⅳ その他（児童福祉司、市区町村担当者及び児童福祉施設担当者への質問）

Ⅳ－１ 国や地方公共団体で今後必要と思われる取組

上段：児童福祉司(n=682)
下段：市区町村担当者(n=1,416)

児童福祉施設担当者：総数(n=1,263)

児童相談所の児童福祉
司や児童心理司の増員

市区町村の担当職員の
増員

一時保護所の定員増や
増設又は環境改善

児童相談所と市区町村の
役割分担に関する具体的
基準の提示

保護者に対する指導のプ
ログラムの確立

児童福祉司・市区町村担当者

児童福祉施設最低基準の
見直し

児童相談所の児童福祉司
や児童心理司の増員

保護者に対する指導のプロ
グラムの確立

小規模ケアの充実

施設退所後の自立支援の
ための施策の充実

児童福祉施設担当者
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64.2 

47.5 

37.4 

79.8 

58.8 

14.2 

59.5 

34.6 

52.0 

0 20 40 60 80 100

（％）

ある

84.3 

58.9

83.0

ない

13.1 

37.5 

14.4 

無回答

2.6 

3.6 

2.6 

総数(n=688)
児童福祉司

総数(n=1,429)
市区町村担当者

総数(n=1,270)

児童福祉施設担当者

【問】 被虐待児童の病気の治療や進学等の場面で、保護者の同意が必要と言われることについて、そのような対応は困難

であると感じることはあるか。

最も回答が多かったのは「病院受診、入院、予防接種等の医療に関わる場面」（児童福祉司の約64％、市区町村担当者の約

80％及び児童福祉施設担当者の約60％）であった。

Ⅳ－２ 保護者の同意が必要な場合の対応についての意識

（％）

児童福祉司の約84％、市区町村担当者の約59％及び児童福祉施設担当者の83％が「ある」と回答

【問】 （保護者の同意を得ることが困難であると回答した方に） どのような場面でそう感じたのか（複数回答）。

主な調査結果－Ⅳ その他（児童福祉司、市区町村担当者及び児童福祉施設担当者への質問）

病院受診、入院、予防接種等
の医療に関わる場面

学校の選択、退学等の教育に
関わる場面

携帯電話や賃貸住宅の契約、
貯金通帳の作成等保証人が
必要とされる場面

上段：児童福祉司(n=562)
中段：市区町村担当者(n=833)
下段：児童福祉施設担当者（n=1,039）
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［本件連絡先］

総務省行政評価局 内閣府、総務、厚生労働、防衛担当評価監視官室

評 価 監 視 官 ： 平野 真哉

総括評価監視調査官 ： 山羽 剛嗣

上席評価監視調査官 ： 仲里 均

電 話（直 通）０３－５２５３－５４５３

（代 表）０３－５２５３－５１１１

ＦＡＸ ０３－５２５３－５４５７

Ｅ－ＭＡＩＬ https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.html

※ 結果報告書等は、総務省ホームページに掲載しています。

http://www.soumu.go.jp/menu news/s-news/index.html
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